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(57)【要約】
【課題】　モータの回転位相角を精度よく推定できるイ
ンバータ制御装置及びモータ駆動システムを提供する。
【解決手段】　一実施形態に係るインバータ制御装置は
、インバータ主回路と、電流指令生成部と、電圧指令生
成部と、推定部と、高周波重畳部と、を備える。インバ
ータ主回路は、所定の回転駆動対象と電気的に接続可能
である。電流指令生成部は、電流指令を生成する。電圧
指令生成部は、インバータ主回路から出力される電流が
、電流指令と等しくなる電圧指令を生成する。推定部は
、回転駆動対象の推定回転位相角を算出する。高周波重
畳部は、回転駆動対象の特徴量と閾値との関係に応じて
、電流指令又は電圧指令に、高周波を重畳する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の回転駆動対象と電気的に接続可能なインバータ主回路と、
　電流指令を生成する電流指令生成部と、
　前記インバータ主回路から出力される電流が、前記電流指令と等しくなる電圧指令を生
成する電圧指令生成部と、
　前記回転駆動対象の推定回転位相角を算出する推定部と、
　前記回転駆動対象の特徴量と閾値との関係に応じて、前記電流指令又は前記電圧指令に
高周波を重畳する高周波重畳部と、
を備えるインバータ制御装置。
【請求項２】
　前記特徴量は、前記回転駆動対象のパワーである
請求項１に記載のインバータ制御装置。
【請求項３】
　前記特徴量は、前記回転駆動対象への電圧振幅指令である
請求項１に記載のインバータ制御装置。
【請求項４】
　前記高周波重畳部は、前記パワーが所定の閾値より小さいとき、前記高周波を重畳する
請求項２に記載のインバータ制御装置。
【請求項５】
　前記高周波重畳部は、前記電圧振幅指令が所定の閾値より小さいとき、前記高周波を重
畳する
請求項３に記載のインバータ制御装置。
【請求項６】
　前記高周波重畳部は、前記推定回転位相角の誤差が所定の閾値より大きいとき、前記高
周波を重畳する
請求項１乃至請求項５のいずれか１項に記載のインバータ制御装置。
【請求項７】
　前記高周波重畳部は、前記特徴量の大きさに応じて、前記高周波の振幅を変化させる
請求項１乃至請求項６のいずれか１項に記載のインバータ制御装置。
【請求項８】
　前記推定部は、拡張誘起電圧を用いて前記推定回転位相角を算出する
請求項１乃至請求項７のいずれか１項に記載のインバータ制御装置。
【請求項９】
　前記推定部は、
　前記高周波に基づいて前記推定回転位相角を算出する第１推定部と、
　前記第１推定部と異なる方法で前記推定回転位相角を算出する第２推定部と、
を備える請求項１乃至請求項８のいずれか１項に記載のインバータ制御装置。
【請求項１０】
　前記回転駆動対象のパワーが所定の閾値より小さいとき、前記第１推定部が算出した前
記推定回転位相角を用いて制御する
請求項９に記載のインバータ制御装置。
【請求項１１】
　前記回転駆動対象への電圧振幅指令が所定の閾値より小さいとき、前記第１推定部が算
出した前記推定回転位相角を用いて制御する
請求項９に記載のインバータ制御装置。
【請求項１２】
　モータと、
　前記モータに接続されるインバータ主回路と、
　電流指令を生成する電流指令生成部と、
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　前記インバータ主回路から出力される電流が、前記電流指令と等しくなる電圧指令を生
成する電圧指令生成部と、
　前記モータの推定回転位相角を算出する推定部と、
　前記モータの特徴量と閾値との関係に応じて、前記電流指令又は前記電圧指令に高周波
を重畳する高周波重畳部と、
を備えるモータ駆動システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、インバータ制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、永久磁石同期モータ（ＰＭＳＭ）やシンクロナスリラクタンスモータ（ＳｙｎＲ
Ｍ）の回転位相角センサレス制御において、高速域では誘起電圧を利用した回転位相角の
推定方法が利用されている。しかしながら、磁石磁束が小さいＰＭＳＭや、ＳｙｎＲＭで
は、高速域であっても、低負荷の状態では、鎖交磁束により生じる誘起電圧が小さいため
、回転位相角の推定精度が悪化するという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－２４４６５５号公報
【特許文献２】特開２００２－５８２９４号公報
【特許文献３】特開２００９－１５３３４７号公報
【特許文献４】特開２０１０－１５４５９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　モータの回転位相角を精度よく推定できるインバータ制御装置及びモータ駆動システム
を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一実施形態に係るインバータ制御装置は、インバータ主回路と、電流指令生成部と、電
圧指令生成部と、推定部と、高周波重畳部と、を備える。インバータ主回路は、所定の回
転駆動対象と電気的に接続可能である。電流指令生成部は、電流指令を生成する。電圧指
令生成部は、インバータ主回路から出力される電流が、電流指令と等しくなる電圧指令を
生成する。推定部は、回転駆動対象の推定回転位相角を算出する。高周波重畳部は、回転
駆動対象の特徴量と閾値との関係に応じて、電流指令又は電圧指令に、高周波を重畳する
。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】第１実施形態に係るモータ駆動システムの構成を示す図。
【図２】三相固定座標系及びｄｃｑｃ軸回転座標系を説明する図。
【図３】図１の電流指令生成部の構成を示す図。
【図４】図３のインダクタンステーブルを示す図。
【図５】図３の電流位相角テーブルを示す図。
【図６】図１の電圧指令生成部の構成を示す図。
【図７】図１の速度・回転位相角推定部の構成を示す図。
【図８】従来のＰＭＳＭ及びＳｙｎＲＭの重負荷時の特性を示す図。
【図９】従来のＰＭＳＭ及びＳｙｎＲＭの軽負荷時の特性を示す図。
【図１０】高周波重畳の切替方法の一例を示す図。
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【図１１】図１の高周波重畳部の一例を示す図。
【図１２】図１１の判定部の一例を示す図。
【図１３】図７の高周波検出部の構成を示す図。
【図１４】図１３のバンドパスフィルタの動作を説明する図。
【図１５】図１３のＦＦＴ解析部の動作を示す図。
【図１６】高周波電流ｉｄｃ′，ｉｑｃ′の一例を示す図。
【図１７】図１１の高周波重畳部の動作の一例を説明する図。
【図１８】高周波重畳部の変形例の構成を示す図。
【図１９】図１８の高周波重畳部の動作の一例を説明する図。
【図２０】図１８の高周波重畳部の動作の他の例を説明する図。
【図２１】図１８の高周波重畳部の動作の他の例を説明する図。
【図２２】第２実施形態に係るモータ駆動システムの構成を示す図。
【図２３】図２２の電圧指令生成部の構成を示す図。
【図２４】図２２の制御方式切替え部の構成を示す図。
【図２５】図２２の速度・回転位相角推定部の構成を示す図。
【図２６】図２２のインバータ制御装置の動作を説明する図。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照して説明する。
【０００８】
（第１実施形態）
　第１実施形態に係るインバータ制御装置について、図１～図２１を参照して説明する。
図１は、本実施形態に係るモータ駆動システムの構成を示す図である。図１に示すように
、本実施形態に係るモータ駆動システムは、モータ１と、インバータ制御装置２（以下、
「制御装置２」という）と、を備える。
【０００９】
　モータ１は、制御装置２の回転駆動対象であり、制御装置２に接続される。以下では、
モータ１がシンクロナスリラクタンスモータ（以下、「ＳｙｎＲＭ１」という）である場
合を例として説明する。ＳｙｎＲＭ１は、固定子と、回転子と、を備える。固定子は、３
つの励磁相（Ｕ相、Ｖ相、及びＷ相）を有する。固定子は、各励磁相に流れる３相交流電
流によって磁界を発生させる。回転子は、永久磁石を有さず、固定子が発生させた磁界と
の磁気的相互作用により回転する。
【００１０】
　制御装置２は、ＳｙｎＲＭ１の回転位相角θを、回転位相センサレスで制御する。図１
に示すように、本実施形態に係る制御装置２は、インバータ主回路２１と、電流検出器２
２と、座標変換部２３と、電流指令生成部２４と、電圧指令生成部２５と、座標変換部２
６と、ＰＷＭ変調部２７と、速度・回転位相角推定部２８と、加算器２９と、高周波重畳
部３０と、を備える。
【００１１】
　インバータ主回路２１は、スイッチング素子を備える回路である。インバータ主回路２
１は、スイッチング素子のＯＮ／ＯＦＦを切替えることにより、電源（図示省略）からの
電力を交流に変換して、ＳｙｎＲＭ１に供給する。インバータ主回路２１は、各スイッチ
ング素子のＯＮ／ＯＦＦを制御する制御信号をＰＷＭ変調部２７から入力される。
【００１２】
　電流検出器２２は、ＳｙｎＲＭ１の固定子に流れる３相交流電流のうち、２相又は３相
の電流を検出する。図１は、２相（Ｕ相及びＷ相）の電流ｉｕ，ｉｗを検出する構成を示
している。尚、ＳｙｎＲＭ１の固定子に流れる３相交流電流は、インバータ主回路２１の
直流側電流に基づき演算により求めてもよい。
【００１３】
　座標変換部２３は、電流検出器２２が検出した電流ｉｕ，ｉｗを、三相固定座標系から
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ｄｃｑｃ軸回転座標系に座標変換し、電流ｉｄｃ，ｉｑｃを生成する。電流ｉｄｃは、固
定子に流れる電流のｄｃ軸成分であり、電流ｉｑｃは、固定子に流れる電流のｑｃ軸成分
である。ここで、三相固定座標系及びｄｃｑｃ軸回転座標系について、図２を参照して説
明する。
【００１４】
　図２に示すように、三相固定座標系は、α軸とβ軸とからなる固定座標系である。図２
において、α軸は、Ｕ相方向に設定され、β軸は、α軸と垂直な方向に設定されている。
電流検出器２２により検出された電流ｉｕ，ｉｗは、このような三相固定座標上で表され
る。
【００１５】
　これに対して、ｄｃｑｃ軸回転座標系は、ｄｃ軸とｑｃ軸とからなる回転座標系である
。ｄｃ軸は、制御装置２がｄ軸方向（回転子のインダクタンスが最小の方向）と推定した
方向に設定され、ｑｃ軸は、制御装置２がｑ軸方向（回転子のインダクタンスが最大の方
向）と推定した方向に設定される。図２のインダクタンス楕円は、回転子のインダクタン
スを示している。
【００１６】
　図２に示すように、ｄｃｑｃ軸と、ｄｑ軸と、は必ずしも一致するとは限らない。回転
子の実際の回転位相角θは、α軸からｄ軸までの角度で表される。また、制御装置２が推
定した回転子の推定回転位相角θｅｓｔは、α軸からｄｃ軸までの角度で表される。以下
では、回転位相角θと推定回転位相角θｅｓｔとの誤差を、誤差Δθという。
【００１７】
　座標変換部２３は、速度・回転位相角推定部２８が出力した推定回転位相角θｅｓｔを
用いることにより、三相固定座標系をｄｃｑｃ軸回転座標系に変換することができる。
【００１８】
　電流指令生成部２４は、トルク指令Ｔ＊及び推定速度ωｅｓｔに基づいて、電流指令ｉ
ｄｃ＊，ｉｑｃ＊を生成する。トルク指令Ｔ＊とは、回転子に発生させるトルク値である
。本実施形態では、トルク指令Ｔ＊は、外部装置から入力されるものとする。推定速度ω
ｅｓｔとは、制御装置２が推定した回転子の速度ωのことである。電流指令ｉｄｃ＊とは
、ＳｙｎＲＭ１に流す電流のｄｃ軸成分である。電流指令ｉｑｃ＊とは、ＳｙｎＲＭ１に
流す電流のｑｃ軸成分である。
【００１９】
　ここで、図３は、電流指令生成部２４の構成を示す図である。図３に示すように、電流
指令生成部２４は、インダクタンステーブル３１と、電流位相角テーブル３２と、を備え
る。
【００２０】
　インダクタンステーブル３１は、電流指令とインダクタンスとの関係を示すテーブルで
ある。インダクタンステーブル３１には、図４に示すように、電流指令ｉｄｃ＊とインダ
クタンスＬｄとの関係を示すテーブルと、電流指令ｉｑｃ＊とインダクタンスＬｑとの関
係を示すテーブルと、が含まれる。インダクタンスＬｄは、ＳｙｎＲＭ１のインダクタン
スのｄ軸成分であり、インダクタンスＬｑは、ＳｙｎＲＭ１のインダクタンスのｑ軸成分
である。インダクタンステーブル３１は、電流指令ｉｄｃ＊，ｉｑｃ＊をフィードバック
され、電流指令ｉｄｃ＊，ｉｑｃ＊に応じたインダクタンスＬｄ，Ｌｑをそれぞれ出力し
てもよい。
【００２１】
　電流位相角テーブル３２は、図５に示すように、トルク指令Ｔ＊及び推定角速度ω＊と
、電流位相角βと、の関係を示すテーブルである。電流位相角βは、固定子に流れる電流
に対応する電流ベクトルの位相角である。電流位相角テーブル３２は、トルク指令Ｔ＊及
び推定速度ω＊を入力され、トルク指令Ｔ＊及び推定角速度ω＊に応じた電流位相角βを
出力する。
【００２２】
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　まず、電流指令生成部２４は、トルク指令Ｔ＊、インダクタンスＬｄ，Ｌｑ、及び電流
位相角βに基づいて、電流Ｉｄｑを算出する。電流Ｉｄｑは、固定子に流れる電流の大き
さである。電流Ｉｄｑは、以下の式により算出される。
【００２３】
【数１】

【００２４】
　式（１）において、Ｐは、ＳｙｎＲＭ１の極対数である。
【００２５】
　次に、電流指令生成部２４は、電流Ｉｄｑと、電流位相角βと、から電流指令ｉｄｃ＊

，ｉｑｃ＊を生成する。電流指令ｉｄｃ＊は、大きさが電流Ｉｄｑかつ位相角が電流位相
角βの電流ベクトルのｄｃ軸成分となる。また、電流指令ｉｑｃ＊は、大きさが電流Ｉｄ
ｑかつ位相角が電流位相角βの電流ベクトルのｑｃ軸成分となる。
【００２６】
　なお、電流指令ｉｄｃ＊，ｉｑｃ＊の算出方法は、上記の方法に限られず、任意に選択
可能である。
【００２７】
　電圧指令生成部２５（電流制御部）は、電流ｉｄｃ，ｉｑｃ、電流指令ｉｄｃ＊，ｉｑ
ｃ＊、及び推定速度ωｅｓｔに基づいて、インバータ主回路２１から出力される電流（す
なわち、ＳｙｎＲＭ１に流れる電流）が電流指令ｉｄｃ＊，ｉｑｃ＊となるように、電圧
指令ｖｄｃ＊，ｖｑｃ＊を生成する。電圧指令ｖｄｃ＊は、ＳｙｎＲＭ１の固定子に印加
する電圧のｄｃ軸成分である。電圧指令ｖｑｃ＊は、ＳｙｎＲＭ１の固定子に印加する電
圧のｑｃ軸成分である。
【００２８】
　図６は、電圧指令生成部２５の構成を示す図である。図６に示すように、電圧指令生成
部２５は、ＰＩ制御器４１と、フィードフォワード指令生成部４２と、加算器４３，４４
と、を備える。
【００２９】
　ＰＩ制御器４１は、電流ｉｄｃ，ｉｑｃ及び電流指令ｉｄｃ＊，ｉｑｃ＊を入力され、
ＰＩ制御により、電流ｉｄｃ，ｉｑｃが電流指令ｉｄｃ＊，ｉｑｃ＊となる電圧ＡＣＲｄ
，ＡＣＲｑを算出する。電圧ＡＣＲｄ，ＡＣＲｑは、誤差Δθに応じて生成される電圧で
あり、設定したモータパラメータが真値と一致し、なおかつ誤差Δθが０の場合、いずれ
も０となる。ＰＩ制御器４１が出力した電圧ＡＣＲｄ，ＡＣＲｑは、加算器４３，４４に
それぞれ入力される。
【００３０】
　フィードフォワード指令生成部４２は、電流指令ｉｄｃ＊，ｉｑｃ＊と、推定速度ωｅ
ｓｔと、を入力され、フィードフォワード電圧Ｖｄ＿ＦＦ，Ｖｑ＿ＦＦを生成する。フィ
ードフォワード電圧Ｖｄ＿ＦＦ，Ｖｑ＿ＦＦは、例えば、以下の式により算出される。
【００３１】
【数２】

【００３２】
　式（２）において、Ｒは固定子の巻線抵抗である。フィードフォワード指令生成部４２
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が出力したフィードフォワード電圧Ｖｄ＿ＦＦ，Ｖｑ＿ＦＦは、加算器４３，４４にそれ
ぞれ入力される。
【００３３】
　加算器４３は、電圧ＡＣＲｄ及びフィードフォワード電圧Ｖｄ＿ＦＦを加算し、電圧指
令ｖｄｃ＊を生成する。加算器４４は、電圧ＡＣＲｑ及びフィードフォワード電圧Ｖｑ＿

ＦＦを加算し、電圧指令ｖｄｑ＊を生成する。
【００３４】
　座標変換部２６は、電圧指令生成部２５が出力した電圧指令ｖｄｃ＊及び加算器２９が
出力した電圧を、ｄｃｑｃ軸回転座標系から三相固定座標系に座標変換する。座標変換部
２６は、座標変換部２３と同様、推定回転位相角θｅｓｔを用いることにより、ｄｃｑｃ
軸回転座標系を三相固定座標系に変換する。
【００３５】
　以下では、座標変換部２６が座標変換した電圧を電圧指令ｖｕ＊，ｖｖ＊，ｖｗ＊とい
う。電圧指令ｖｕ＊は、固定子のＵ相に印加する電圧であり、電圧指令ｖｖ＊は、固定子
のＶ相に印加する電圧であり、電圧指令ｖｗ＊は、固定子のＷ相に印加する電圧である。
【００３６】
　ＰＷＭ変調部２７は、電圧指令ｖｕ＊，ｖｖ＊，ｖｗ＊を、三角波を用いたＰＷＭ（Pu
lse-Width Modulation）によって変調し、インバータ主回路２１の各スイッチング素子の
ＯＮ又はＯＦＦに対応した２値の制御信号を生成する。ＰＷＭ変調部２７は、生成した制
御信号をインバータ主回路２１に入力する。
【００３７】
　速度・回転位相角推定部２８（以下、「推定部２８」という）は、電圧指令ｖｄｃ＊，
ｖｑｃ＊及び電流ｉｄｃ，ｉｑｃに基づいて、ＳｙｎＲＭ１の回転子の速度ω及び回転位
相角θを推定し、推定速度ωｅｓｔ及び推定回転位相角θｅｓｔを算出する。推定部２８
が出力した推定速度ωｅｓｔは、電流指令生成部２４、電圧指令生成部２５、及び高周波
重畳部３０に入力される。また、推定回転位相角θｅｓｔは、座標変換部２３，２６に入
力され、座標変換に利用される。
【００３８】
　本実施形態に係る推定部２８は、拡張誘起電圧を用いて速度ω及び回転位相角θを推定
する。以下で、拡張誘起電圧を用いた推定方法について説明する。
【００３９】
　回転位相角θと推定回転位相角θｅｓｔとの誤差Δθが０である場合、すなわち、ｄｑ
軸とｄｃｄｑ軸とが一致する場合、以下の電圧方程式が成り立つ。
【００４０】
【数３】

【００４１】
　式（３）において、ｖｄはＳｙｎＲＭ１に印加される電圧のｄ軸成分、ｖｑはＳｙｎＲ
Ｍ１に印加される電圧のｑ軸成分、ｉｄはＳｙｎＲＭ１に流れる電流のｄ軸成分、ｉｑは
ＳｙｎＲＭ１に流れる電流のｑ軸成分、ｐは微分演算子（ｄ／ｄｔ）である。
【００４２】
　これに対して、誤差Δθが生じ、ｄｑ軸とｄｃｄｑ軸とがずれている場合、以下の電圧
方程式が成り立つ。
【００４３】
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【数４】

【００４４】
　式（４）において、ｖｄｃはＳｙｎＲＭ１に印加される電圧のｄｃ軸成分であり、ｖｑ
ｃはＳｙｎＲＭ１に印加される電圧のｑｃ軸成分である。
【００４５】
　式（４）～（８）より、式（４）の各項に含まれるインダクタンスは、誤差Δθに依存
して変化する。このため、Δθを式（３），（４）から直接求めることは難しい。そこで
、式（３）を、拡張誘起電圧表現に書き換えると、式（３）は以下のように表される。
【００４６】
【数５】

【００４７】
　同様に、式（４）～（８）を、拡張誘起電圧表現に書き換えると、以下のように表され
る。
【００４８】
【数６】

【００４９】
　上記の式（１２）で表される電圧Ｅｘを、拡張誘起電圧という。
【００５０】
　ここで、式（１０）を変形すると以下のようになる。
【００５１】
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【数７】

【００５２】
　式（１１）と式（１３）とは等しいので、以下の式が成り立つ。
【００５３】

【数８】

【００５４】
　式（１４）の各項を除算すると、以下の式が成り立つ。
【００５５】
【数９】

【００５６】
　さらに、式（１５）の逆正接をとると、以下のようになる。
【００５７】
【数１０】

【００５８】
　推定部２８は、式（１６）に基づいて、誤差Δθを算出し、誤差Δθが０となるように
ＰＬＬ制御を行うことで、速度ωを推定し、推定速度ωｅｓｔを算出することができる。
また、推定速度ωｅｓｔを積分することで、回転位相角θを推定し、推定回転位相角θｅ
ｓｔを算出することができる。
【００５９】
　図７は、上記の方法で速度ω及び回転位相角θを推定する推定部２８の構成を示す図で
ある。図７に示すように、推定部２８は、高周波検出部５１と、Δθ算出部５２と、ＰＬ
Ｌ制御部５３と、積分器５４と、を備える。
【００６０】
　高周波検出部５１は、電流ｉｄｃ，ｉｑｃの高周波成分を検出し、電流微分項ｐｉｄｃ
，ｐｉｑｃを算出する。高周波検出部５１が出力した電流微分項ｐｉｄｃ，ｐｉｑｃは、
Δθ算出部５２に入力される。Δθ算出部５２が算出した誤差Δθは、ＰＬＬ制御部５３
に入力される。なお、高周波検出部５１の詳細は後述する。
【００６１】
　ＰＬＬ制御部５３は、誤差Δθが０になるようにＰＬＬ制御を行い、推定速度ωｅｓｔ
を算出する。ＰＬＬ制御部５３が出力した推定速度ωｅｓｔは、積分器５４に入力される
。
【００６２】
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　積分器５４は、推定速度ωｅｓｔを積分し、推定回転位相角θｅｓｔを算出する。
【００６３】
　加算器２９は、電圧指令生成部２５が出力した電圧指令ｖｄｃ＊と、高周波重畳部３０
が出力した高周波電圧ｖｈと、を加算する。これにより、電圧指令ｖｄｃ＊に高周波電圧
ｖｈが重畳される。高周波電圧ｖｈを重畳された電圧指令ｖｄｃ＊は、座標変換部２６に
入力される。
【００６４】
　高周波重畳部３０は、ＳｙｎＲＭ１の電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊又はパワーＰｍが閾値を
下回る場合、高周波電圧ｖｈを出力する。ここでいう電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊とは、電圧
指令ｖｄｃ＊，ｖｑｃ＊により設定されるＳｙｎＲＭ１の端子電圧のことであり、Ｖｄｑ
ｃ＊＝（ｖｄｃ＊２＋ｖｄｃ＊２）１／２となる。また、パワーＰｍとは、ＳｙｎＲＭ１
の定格出力（軸出力）のことである。出力された高周波電圧ｖｈは、加算器２９により電
圧指令ｖｄｃ＊に重畳される。以下で、電圧指令ｖｄｃ＊に高周波電圧ｖｈを重畳する理
由を説明する。
【００６５】
　上述の通り、推定部２８は、拡張誘起電圧Ｅｘを用いて誤差Δθを算出し、速度ω及び
回転位相角θを推定する。しかしながら、ＳｙｎＲＭ１の負荷が小さい場合、式（１２）
の拡張誘起電圧Ｅｘは小さくなる。
【００６６】
　ここで、図８及び図９は、従来のＰＭＳＭ及びＳｙｎＲＭの速度に対するトルク、パワ
ーＰｍ、及び電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊の特性を示す図である。図８は、各モータが大きな
トルクを出力する重負荷時の特性を示す。図９は、各モータが小さなトルクを出力する軽
負荷時の特性を示す。
【００６７】
　図８に示すように、従来のＰＭＳＭ及びＳｙｎＲＭは、重負荷時には十分な拡張誘起電
圧Ｅｘが得られる。このため、ＰＭＳＭ及びＳｙｎＲＭを制御する制御装置は、ある速度
ωｎを基準として、電圧指令ｖｄｃ＊に対する高周波電圧ｖｈの重畳を停止したとしても
、ＰＭＳＭ及びＳｙｎＲＭを脱調させることなく、安定した制御を継続することができる
。
【００６８】
　また、図９に示すように、従来のＰＭＳＭは、軽負荷時においても、回転速度に応じた
磁石電圧が発生するため、比較的大きな拡張誘起電圧Ｅｘが得られる。このため、ＰＭＳ
Ｍを制御する制御装置は、ある速度ωｎを基準として、電圧指令ｖｄｃ＊に対する高周波
電圧ｖｈの重畳を停止したとしても、ＰＭＳＭを脱調させることなく制御することができ
る。
【００６９】
　これに対して、図９に示すように、従来のＳｙｎＲＭは、軽負荷時に拡張誘起電圧Ｅｘ
が小さくなる。これは、上述の通りである。このため、ＳｙｎＲＭを制御する制御装置は
、ある速度ωｎを基準として、電圧指令ｖｄｃ＊に対する高周波電圧ｖｈの重畳を停止す
ると、回転位相の推定が困難となり、ＳｙｎＲＭの脱調や、制御の不安定化を招く恐れが
ある。
【００７０】
　そこで、本実施形態に係る制御装置２は、図１０に示すように、ＳｙｎＲＭ１の電圧振
幅指令Ｖｄｑｃ＊又はパワーＰｍが閾値を下回る場合に、電圧指令ｖｄｃ＊に高周波電圧
ｖｈを重畳することにより、拡張誘起電圧Ｅｘを大きくし、ＳｙｎＲＭ１の制御を安定化
させる。高周波電圧ｖｈを重畳すると、式（４）のｄｃ軸の電流微分項は、Δθが極めて
小さい場合以下のようになる。
【００７１】
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【数１１】

【００７２】
　また、電流Ｉｄｑが小さい場合、式（１２）の拡張誘起電圧Ｅｘは、以下のようになる
。
【００７３】
【数１２】

【００７４】
　式（１７）及び式（１８）より、拡張誘起電圧Ｅｘは以下のようになる。
【００７５】
【数１３】

【００７６】
　式（１９）より、高周波電圧ｖｈを重畳することにより、拡張誘起電圧Ｅｘが大きくな
ることがわかる。したがって、拡張誘起電圧Ｅｘを用いて回転位相角θを推定することが
できる。このとき、誤差Δθは、以下の式で表される。
【００７７】

【数１４】

【００７８】
　ここで、図１１は、高周波重畳部３０の構成の一例を示す図である。図１１の高周波重
畳部３０は、ＳｙｎＲＭ１のパワーＰｍに基づいて、高周波重畳の有無を切り替える。図
１１に示すように、高周波重畳部３０は、判定部６０を備える。
【００７９】
　判定部６０は、ＳｙｎＲＭ１のパワーＰｍに基づいて、高周波電圧ｖｈを重畳するか否
かを判定する。判定部６０は、判定結果に応じた信号を出力する。以下では、判定部６０
は、拡張誘起電圧Ｅｘが大きいと判定した場合に０を出力し、拡張誘起電圧Ｅｘが小さい
と判定した場合に１を出力するものとする。
【００８０】
　高周波重畳部３０は、判定部６０が、拡張誘起電圧Ｅｘは大きいと判定した（０を出力
した）場合、高周波電圧ｖｈを出力しない。この場合、座標変換部２６には、電圧指令ｖ
ｄｃ＊が入力される。
【００８１】
　これに対して、高周波重畳部３０は、判定部６０が、負荷は小さいと判定した（１を出
力した）場合、高周波電圧ｖｈを出力する。この場合、座標変換部２６には、加算器２９
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により高周波電圧ｖｈを加算された電圧指令ｖｄｃ＊が入力される。なお、高周波電圧ｖ
ｈは、以下の式で表される。
【００８２】
【数１５】

【００８３】
　式（２０）において、Ｖｈは振幅の設定値、ｆｈは周波数の設定値である。
【００８４】
　図１２は、図１１の判定部６０の一例を示す図である。この判定部６０は、上述の通り
、ＳｙｎＲＭ１のパワーＰｍに基づいて、高周波重畳が必要か否か判定する。具体的には
、判定部６０は、トルク指令Ｔ＊及び推定速度ωｅｓｔに基づいて、ＳｙｎＲＭ１のパワ
ーＰｍを算出し、パワーＰｍと所定の閾値Ｐｒとを比較する。判定部６０は、パワーＰｍ
が閾値Ｐｒより小さい場合（Ｐｍ＜Ｐｒ）、負荷が小さいと判定する。
【００８５】
　閾値Ｐｒは、速度ω及び回転位相角θの推定精度が向上するように設定される。例えば
、拡張誘起電圧Ｅｘを用いて回転位相角θを精度よく推定できる最低値をｎとすると、モ
ータ極対数を１とした場合の閾値Ｐｒに対応する拡張誘起電圧Ｅｘは以下の式で表される
。
【００８６】

【数１６】

【００８７】
　また、ＳｙｎＲＭ１のパワーＰｍは以下の式で表される。
【００８８】

【数１７】

【００８９】
　したがって、式（２２），（２３）より、回転位相角θを精度よく推定できる拡張誘起
電圧最低値ｎを満たす閾値Ｐｒは、以下のようになる。
【００９０】

【数１８】

【００９１】
　判定部６０は、式（２４）を満たす閾値Ｐｒを逐次、或いは事前に算出し、パワーＰｍ
と比較すればよい。これにより、パワーＰｍが閾値Ｐｒより小さい場合に、高周波電圧ｖ
ｈが電圧指令ｖｄｃ＊に重畳される。
【００９２】
　なお、パワーＰｍは、式（２３）以外の代わりに、下記の数式を用いて演算してもよい
。
【００９３】



(13) JP WO2016/121237 A1 2016.8.4

10

20

30

40

50

【数１９】

【００９４】
　また、高周波重畳部３０は、ＳｙｎＲＭ１の電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊に基づいて、高周
波重畳の有無を切り替えてもよい。この場合、高周波重畳部３０には、トルク指令Ｔ＊及
び推定速度ωｅｓｔの代わりに、電圧指令ｖｄｃ＊，ｖｑｃ＊が入力される。
【００９５】
　そして、図１３に示すように、判定部６０は、電圧指令ｖｄｃ＊，ｖｑｃ＊に基づいて
ＳｙｎＲＭ１の電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊を算出し、電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊と閾値Ｖｒと
を比較し、Ｖｄｑｃ＊＜Ｖｒの場合に負荷が小さいと判定してもよい。これにより、電圧
振幅指令Ｖｄｑｃ＊が閾値Ｖｒより小さい場合に、高周波電圧ｖｈが電圧指令ｖｑｃ＊に
重畳される。
【００９６】
　このように、負荷が小さい場合に、高周波重畳部３０が高周波電圧ｖｈを電圧指令ｖｄ
ｃ＊に重畳することにより、拡張誘起電圧Ｅｘを大きくし、拡張誘起電圧Ｅｘを用いた速
度ω及び回転位相角θの推定精度を向上させることができる。
【００９７】
　ここで、推定部２８の高周波検出部５１の詳細について説明する。上述の通り、高周波
重畳部３０は、ＳｙｎＲＭ１の負荷が小さい場合、電圧指令ｖｑｃ＊に高周波電圧ｖｈを
重畳する。推定部２８は、高周波電圧ｖｈが重畳されていない場合、式（１６）により誤
差Δθを算出し、高周波電圧ｖｈが重畳されている場合、式（２０）により誤差Δθを算
出する。
【００９８】
　式（２０）からわかるように、高周波電圧ｖｈが重畳された場合、誤差Δθを算出する
ために、電流微分項ｐｉｄｃ，ｐｉｑｃが必要となる。高周波検出部５１は、この電流微
分項ｐｉｄｃ，ｐｉｑｃを算出する。推定部２８は、高周波検出部５１が算出した電流微
分項ｐｉｄｃ，ｐｉｑｃを式（２０）に代入して、誤差Δθを算出する。
【００９９】
　図１４は、高周波検出部５１の構成を示す図である。図１４に示すように、高周波検出
部５１は、バンドパスフィルタ５５と、ＦＦＴ解析部５６と、を備える。
【０１００】
　バンドパスフィルタ５５は、図１５に示すように、入力された電流ｉｄｃ，ｉｑｃのう
ち、高周波電圧ｖｈの周波数ｆｈを含む所定の範囲の周波数成分を通過させ、範囲外の周
波数成分を減衰させる。これにより、バンドパスフィルタ５５は、電流ｉｄｃ，ｉｄｑか
ら、周波数ｆｈを有する高周波電流ｉｄｃ′，ｉｑｃ′を検出する。バンドパスフィルタ
５５が出力した高周波電流ｉｄｃ′，ｉｑｃ′は、ＦＦＴ解析部５６に入力される。
【０１０１】
　ＦＦＴ解析部５６は、バンドパスフィルタ５５が検出した高周波電流ｉｄｃ′，ｉｑｃ
′の振幅ｉｄｃ′ｐ－ｐ，ｉｑｃ′ｐ－ｐをそれぞれ算出する。ＦＦＴ解析部５６は、例
えば、図１６に示すように、高周波電流ｉｄｃ′，ｉｑｃ′に対して、高周波電圧ｖｈの
１周期（＝１／ｆｈ）中に４回サンプリングを行い、サンプリングされた４つの電流値か
ら振幅ｉｄｃ′ｐ－ｐ，ｉｑｃ′ｐ－ｐをそれぞれ算出する。
【０１０２】
　高周波電流ｉｄｃ′，ｉｑｃ′は、バンドパスフィルタ５５によって余計な周波数成分
を除去されている。このため、ＦＦＴ解析部５６は、図１７に示すように、振幅ｉｄｃ′
ｐ－ｐ，ｉｑｃ′ｐ－ｐを精度よく算出することができる。
【０１０３】
　高周波検出部５１は、ＦＦＴ解析部５６により算出した振幅ｉｄｃ′ｐ－ｐ，ｉｑｃ′
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ｐ－ｐを、サンプリング期間ｄｔでそれぞれ除算することにより、電流微分項ｐｉｄｃ，
ｐｉｑｃを算出する。
【０１０４】
　以上説明した通り、本実施形態に係るインバータ制御装置２は、ＳｙｎＲＭ１の負荷が
低い場合、電圧指令ｖｑｃ＊に高周波電圧ｖｈを重畳する。これにより、ＳｙｎＲＭ１の
負荷が低く、鎖交磁束により生じる誘起電圧が小さい場合であっても、拡張誘起電圧Ｅｘ
を大きくし、拡張誘起電圧Ｅｘを用いてＳｙｎＲＭ１の回転位相角θ及び速度ωを精度よ
く推定することができる。したがって、ＳｙｎＲＭ１の制御の不安定化や脱調を抑制する
ことができる。
【０１０５】
　なお、以上の説明では、インバータ制御装置２がＳｙｎＲＭ１の動作を制御する場合に
ついて説明したが、このインバータ制御装置２は、ＰＭＳＭや、界磁磁束を二次巻線にて
供給する巻線界磁式同期機の制御装置として利用することも可能である。
【０１０６】
　また、インバータ制御装置２は、高周波電圧ｖｈを電圧指令ｖｑｃ＊に重畳してもよい
し、高周波電流を電流指令ｉｄｃ＊，ｉｑｃ＊に重畳してもよい。いずれの場合も、拡張
誘起電圧Ｅｘを大きくすることができるため、上述の効果が得られる。
【０１０７】
　また、高周波重畳部３０は、ＳｙｎＲＭ１の回転位相角の誤差Δθに基づいて、高周波
重畳の有無を切り替えてもよい。この場合、高周波重畳部３０には、トルク指令Ｔ＊及び
推定速度ωｅｓｔの代わりに、推定部２８が算出した誤差Δθが入力される。
【０１０８】
　そして、判定部６０は、誤差Δθと閾値Δθｒとを比較し、|Δθ|＞Δθｒの場合に負
荷が小さいと判定してもよい。これにより、図１８に示すように、誤差Δθが閾値Δθｒ
より大きい場合に、高周波電圧ｖｈが電圧指令ｖｑｃ＊に重畳される。
【０１０９】
　センサレス制御においては、回転位相角の誤差Δθは、ゼロに近づくように制御されて
おり、誤差Δθが閾値を超える場合に高周波重畳することで、位相角誤差をゼロへ収束し
やすくすることができ、ＳｙｎＲＭ１の制御の不安定化や脱調を抑制することができる。
【０１１０】
　また、インバータ制御装置２は、拡張誘起電圧Ｅｘを用いたセンサレス制御に限らず、
オブザーバやＰＷＭ高調波を用いたセンサレス制御に適用することも可能である。
【０１１１】
　また、インバータ制御装置２は、電流検出器２２を備えず、電流センサレスでＳｙｎＲ
Ｍ１を制御してもよい。この場合も、同様の効果が得られる。
【０１１２】
（第１実施形態の変形例）
　次に、第１実施形態に係る高周波重畳部３０の変形例について、図１９～図２１を参照
して説明する。この高周波重畳部３０は、ＳｙｎＲＭ１の負荷に応じて、重畳する高周波
電圧ｖｈの振幅Ｖｈを変化させる。図１９は、この高周波重畳部３０の構成を示す図であ
る。図１９に示すように、高周波重畳部３０は、振幅算出部６１を更に備える。
【０１１３】
　振幅算出部６１は、ＳｙｎＲＭ１のパワーＰｍ又は電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊に基づいて
、高周波電圧ｖｈの振幅Ｖｈを算出する。振幅算出部６１は、ＳｙｎＲＭ１のパワーＰｍ
又は電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊が小さいほど、振幅Ｖｈが大きくなるように算出する。
【０１１４】
　例えば、判定部６０がＳｙｎＲＭ１のパワーＰｍを用いて判定を行う場合、図１９に示
すように、振幅算出部６１は、トルク指令Ｔ＊及び推定速度ωｅｓｔに基づいて、以下の
式により振幅Ｖｈを算出する。
【０１１５】
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【数２０】

【０１１６】
　これにより、図２０に示すように、振幅Ｖｈは、パワーＰｍが小さい程大きくなる。振
幅Ｖｈの値は、式（２４）の関係を満たすように決定すればよい。
【０１１７】
　また、電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊を用いて高周波電圧ｖｈの振幅Ｖｈを変更する場合、振
幅算出部６１は、以下の式により振幅Ｖｈを算出してもよい。
【０１１８】
【数２１】

【０１１９】
　これにより、振幅Ｖｈは、一定の電流を通電している場合は、電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊

に依存せずに、速度ωに反比例して減少し、図２１に示すような特性となる。
【０１２０】
　このような構成により、インバータ制御装置２は、速度ωや拡張誘起電圧Ｅｘの関係を
用いて重畳する高周波電圧ｖｈを可変することが可能となる。
【０１２１】
　なお、この高周波重畳部３０は、ＳｙｎＲＭ１の負荷に応じて高周波電流ｖｈの周波数
ｆｈを変更させてもよい。また、高周波重畳部３０は、パワーＰｍや電圧振幅指令Ｖｄｑ
ｃ＊に限らず、推定速度ωｅｓｔやトルク指令Ｔ＊に応じて、振幅Ｖｈを変化させてもよ
い。
【０１２２】
（第２実施形態）
　次に、第２実施形態に係るインバータ制御装置２について、図２２～図２６を参照して
説明する。本実施形態に係るインバータ制御装置２は、回転位相角θ及び速度ωの推定方
法を２種類利用し、ＳｙｎＲＭ１の負荷に応じて、これらの推定方法を切替える。
【０１２３】
　図２２は本実施形態に係るモータ駆動システムの構成を示す図である。図２２に示すよ
うに、本実施形態に係るインバータ制御装置２は、制御方式切替え部７０を更に備える。
以下、第１実施形態との相違点について説明する。
【０１２４】
　電圧指令生成部２５は、図２３に示すように、電圧指令ｖｄｃ＊，ｖｑｃ＊と共に、電
圧ＡＣＲｄを出力する。電圧指令生成部２５が出力した電圧ＡＣＲｄは、推定部２８に入
力される。
【０１２５】
　制御方式切替え部７０は、ＳｙｎＲＭ１の電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊又はパワーＰｍに応
じて２値の制御切替え信号を出力する。本実施形態では、この制御切替え信号によって、
回転位相角θ及び速度ωの推定方法などの制御方式が切替えられる。以下では、制御方式
切替え部７０は、電圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊又はパワーＰｍが小さい場合に０を出力し、電
圧振幅指令Ｖｄｑｃ＊又はパワーＰｍが大きい場合に１を出力するものとする。
【０１２６】
　制御方式切替え部７０は、図２４に示すように、電圧指令ｖｄｃ＊，ｖｑｃ＊に基づい
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とを比較し、Ｖｄｑｃ＊＜Ｖｒの場合に負荷が小さいと判定してもよい。
【０１２７】
　また、制御方式切替え部７０は、トルク指令Ｔ＊及び推定速度ωｅｓｔに基づいて、Ｓ
ｙｎＲＭ１のパワーＰｍを算出し、パワーＰｍと所定の閾値Ｐｒとを比較し、Ｐｍ＜Ｐｒ
の場合に負荷が小さいと判定してもよい。
【０１２８】
　さらに、制御方式切替え部７０は、推定速度ωｅｓｔと所定の閾値ωｒとを比較し、ω
ｅｓｔ＜ωｒの場合に高周波電圧ｖｈを重畳する必要があると判定してもよい。
【０１２９】
　高周波重畳部３０は、制御方式切替え部７０から制御切替え信号を入力される。高周波
重畳部３０は、制御切替え信号として０を入力された場合、高周波電圧ｖｈを出力し、制
御切替え信号として１を入力された場合、高周波電圧ｖｈを出力しない。高周波重畳部３
０が出力した高周波電圧ｖｈは、推定部２８及び加算器２９に入力される。
【０１３０】
　加算器２９は、電圧指令ｖｄｃ＊と高周波電圧ｖｈとを加算し、座標変換部２６に入力
する。これにより、高周波電圧ｖｈが電圧指令ｖｄｃ＊に重畳される。
【０１３１】
　推定部２８は、図２５に示すように、ＰＬＬ制御部５３と、積分器５４と、第１推定部
５７と、第２推定部５８と、スイッチ５９と、を備える。第１推定部５７及び第２推定部
５８は、それぞれ異なる方法で誤差Δθを算出する。
【０１３２】
　第１推定部５７は、高周波電圧ｖｈと電流ｉｄｃとに基づいて、誤差Δθを算出する。
電圧指令ｖｄｃ＊に高周波電圧ｖｈが重畳された場合、電流微分項ｐｉｄｃは以下の式で
表される。
【０１３３】
【数２２】

【０１３４】
　誤差Δθが十分に小さい場合、式（２８）より、誤差Δθは以下の式で表される。
【０１３５】
【数２３】

【０１３６】
　第１推定部５７は、式（２９）に基づいて、誤差Δθを算出する。
【０１３７】
　第２推定部５８は、ＰＩ制御器４１が出力した電圧ＡＣＲｄと、フィードフォワード電
圧Ｖｄ＿ＦＦ，Ｖｑ＿ＦＦと、の関係を用いて誤差Δθを算出する。具体的には、第２推
定部５８は、電流ｉｄｃ，ｉｑｃ及び電圧ＡＣＲｄに基づいて、誤差Δθを算出する。
【０１３８】
　誤差Δθが生じる場合、式（２）より、フィードフォワード電圧Ｖｄ＿ＦＦ，Ｖｑ＿Ｆ

Ｆは、以下の式で表される。
【０１３９】
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【数２４】

０）
【０１４０】
　ここで、式（３０）のｄｃ軸成分に着目すると、以下の式が成り立つ。
【０１４１】

【数２５】

【０１４２】
　誤差Δθが十分に小さい場合、式（３１）より、誤差Δθは以下の式で表される。
【０１４３】
【数２６】

【０１４４】
　第２推定部５８は、式（３２）に基づいて、誤差Δθを算出する。
【０１４５】
　スイッチ５９は、ＰＬＬ制御部５３に入力される誤差Δθを、制御切替え信号に応じて
切替える。スイッチ５９は、制御切替え信号として０を入力された場合、第１推定部５７
が出力した誤差ΔθをＰＬＬ制御部５３に入力する。スイッチ５９は、制御切替え信号と
して１を入力された場合、第１推定部５８が出力した誤差ΔθをＰＬＬ制御部５３に入力
する。
【０１４６】
　ＰＬＬ制御部５３は、誤差Δθに対してＰＬＬ制御を行い、推定速度ωｅｓｔを算出す
る。積分器５４は、推定速度ωｅｓｔを積分し、推定回転位相角θｅｓｔを算出する。
【０１４７】
　以上説明した通り、本実施形態に係るインバータ制御装置２は、図２６に示すように、
高周波電圧ｖｈを重畳することで発生する高調波電流を用いて回転位相を推定する第１の
制御方式と、鎖交磁束による電圧を用いて回転位相を推定する第２の制御方式と、の２種
類の制御方式を用いてＳｙｎＲＭ１を制御する。
【０１４８】
　第１の制御方式では、インバータ制御装置２は、電圧指令ｖｄｃ＊に高周波電圧ｖｈを
重畳し、高周波電圧ｖｈが重畳された電圧指令ｖｄｃ＊に基づいて誤差Δθを算出し、こ
の誤差Δに基づいて回転位相角θ及び速度ωを推定する。これにより、インバータ制御装
置２は、拡張誘起電圧Ｅｘを大きくし、回転位相角θ及び速度ωの推定精度を向上させる
ことができる。
【０１４９】
　また、第２の制御方式では、インバータ制御装置２は、電圧指令ｖｄｃ＊に高周波電圧
ｖｈを重畳せずに、回転位相角θ及び速度ωを推定する。これにより、インバータ制御装
置２は、トルクリプルやそれに起因した騒音、ノイズ、及び高周波損失を低減することが
できる。
【０１５０】
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　なお、第２推定部５８による誤差Δθの算出方法として、高周波電圧ｖｈを用いない任
意の方法を選択することができる。例えば、第２推定部５８は、オブザーバや電圧ＡＣＲ
ｄ，ＡＣＲｑを用いて誤差Δθを算出してもよい。
【０１５１】
　また、制御方式切替え部７０は、ヒステリシス動作により、制御切替え信号が頻繁に変
更されないように構成されてもよい。
【０１５２】
　なお、本発明は上記各実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその
要旨を逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記各実施形態に開示
されている複数の構成要素を適宜組み合わせることによって種々の発明を形成できる。ま
た例えば、各実施形態に示される全構成要素からいくつかの構成要素を削除した構成も考
えられる。さらに、異なる実施形態に記載した構成要素を適宜組み合わせてもよい。
【符号の説明】
【０１５３】
１：モータ（ＳｙｎＲＭ）、２：インバータ制御装置、２１：インバータ主回路、２２：
電流検出器、２３：座標変換部、２４：電流指令生成部、２５：電圧指令生成部、２６：
座標変換部、２７：ＰＷＭ変調器、２８：速度・回転位相角推定部、２９：加算器、３０
：高周波重畳部、３１：インダクタンステーブル、３２：電流位相角テーブル、４１：Ｐ
Ｉ制御器、４２：フィードフォワード指令生成部、４３，４４：加算器、５１：高周波検
出部、５２：Δθ算出部、５３：ＰＬＬ制御部、５４：積分器、５５：バンドパスフィル
タ、５６：ＦＦＴ解析部、５７：第１推定部、５８：第２推定部、５９：スイッチ、６０
：判定部、６１：振幅算出部、７０：制御方式切替え部
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